
農業補助金セミナー次第

テーマ 主な内容 資料No.

１．農業者が活用可能な
補助金①

• 農地利用効率化等支援事業、担い手確保・経営強化
支援事業、地域農業構造転換支援事業の概要等

資料１－１～
１－３• 令和８年度園芸用施設・設備導入等支援事業の概要

等

• ひろしま型スマート農業普及支援事業の概要等

２．農業者が活用可能な
補助金②

• 中小企業省力化投資補助金、新事業進出・ものづくり
商業サービス補助金、小規模事業者持続化補助金、デ
ジタル化・AI導入補助金、業務改善助成金等

• 補助金活用のポイント等

資料２

３．ＪＡグループ広島から
の情報提供

• 農業資金（お借入れ）、定期貯金・年金キャンペーン 資料３

• 農業リスク共済 資料４

• 熱中症等対策 資料５

４．全体質疑 ― ―

農水省

経産省
厚労省

１．日時

２．内容

令和８年７月３０日（木）、７月３１日（金） １３時００分～１５時３０分

©よりぞう



セミナーの参加方法・進行ルールについて
（web参加者様）



・Eメールにある「ミーティングリンク」をクリックするとwebexに接続されます。
※「Cisco Webex Meetingsアプリ」をPC端末にダウンロードしていない場合は、「ブラウザから参加してください」をクリックし
てください。

＜手順①＞

１

カメラ・マイク付きPC（もしくはスマートフォン・タブレットなど）をご準備下さい。

＜手順②＞

・「名前」（団体名等）、「メールアドレス」を入力して、「ゲストとして参加」をクリックしてください。
・「ミーティングに参加」をクリックすると、セミナーに参加できます。

１．web参加者様の参加方法について



【その他の参加方法（ミーティング番号、パスワードから接続する場合）】

・PCを利用する場合は、Yahoo・Google等にて「Webex」等と検索いただき、トップページの「ミーティングに参加」ボタン
をクリック後に、ミーティング番号・パスワードを入力のうえご対応ください。

＜手順①＞

＜手順②＞

ミーティング番号：2517 793 2916（７月３０日）
2513 146 1489（７月３１日）

パスワード ：1234（両日ともに同じ）

・スマートフォン・タブレットを利用する場合は、App StoreもしくはGoogle Playより「Cisco Webex Meetingsアプリ」
をダウンロードのうえ、「参加」ボタンをクリック後にミーティング番号・パスワードを入力してください（ログイン等の必要はありま
せん）。

・「名前」（団体名等）、「メールアドレス」を入力して、「ゲストとして参加」をクリックしてください。
・「ミーティングに参加」をクリックすると、セミナーに参加できます。

２



２．web参加者様の音声設定について

講演中、講師の発言内容が鮮明に聞き取れるよう、事務局にてweb参加者様からの音声設定をあらかじめ制限（ミュート
の強制設定）させていただきます。

３．質疑応答について

・別途質疑応答の時間を設けさせていただきます。
・ご質問がある方は、画面をタップのうえ、画面下にある挙手機能をクリックしてください。

・事務局にてご質問される方のミュートの強制設定を個別解除させていただきますので、「自分のミュートを解除」をクリックして、
発言してください。

３．その他

・音声の途切れや遅延等が発生する場合、資料の画面共有を行わないことがあります。あらかじめお手元に資料をご準備ください。
・通信環境の安定性を確保するため、web参加者様側のビデオはオフのままでお願いします。

３



農業者が活用可能な補助金

・農地利用効率化等支援事業

・担い手確保・経営強化支援事業

・地域農業構造転換支援事業

・スマート農業・農業支援サービス事業加速化総合対策事業

・産地生産基盤パワーアップ事業

・園芸用施設・設備導入等支援事業（単県）

広島県農林水産局農業生産課

資料１－１



［個別経営体向け事業］

既存事業の競争率が激化

令和７年度（主な補助率）

農地利用効率化等支援交付金（３／10以内）

担い手確保・経営強化支援事業（１／２以内）

令和８年度（主な補助率）

農地利用効率化等支援事業（３／10以内）

担い手確保・経営強化支援事業（１／２以内）

地域農業構造転換支援事業（３／10以内）

◆現行の地域計画か、見直し後の地域計画において次の要件あり

◆成果目標の選択肢が拡大

＜地域農業構造転換支援事業＞

◆農地集積の加速化に向けて、本事業に重点予算化

①付加価値額の拡大以外に、②経営面積の拡大、③労働生産性
の向上が選択可能

①目標集積率が６割以上（中山間地域は５割以上） 又は
②目標集積率が現状よりも10ポイント以上増加



地域計画の早期実現に向けて、地域の中核となる担い手が経営改善に取り組む場合に必要な農業用機
械・施設の導入を支援します。

［農地利用効率化等支援事業］

【助成対象者】
将来の地域の農業を担う者として地域計画のうち目標地図に位置図けられた認定農業者、
認定新規就農者

●融資主体支援タイプ

補 助 率：事業費の３/10以内
補助上限額：１経営体当たり300万円

目標地図に位置づけられた者であって、目標年度の経営面積が次に掲げる基準以上
となる場合は、600万円 （水田作等20ha、露地作5ha、果樹作3ha、施設園芸作１ha）

支援内容
農産物の生産、加工、流通、その他農業経営の開始若しくは経営の改善に必要な機械又は施設の導
入・整備等

例えば次の機械等が支援の対象となります。
〇トラクター、田植機、コンバインなどの農業用機械の取得
〇乾燥調製施設（乾燥機）、集出荷施設（選果機）、
農畜産物加工施設（加工設備）など設備の取得

〇ビニールハウスの整備



・融資を活用して農業用機械等の導入を行うこと（既に導入済の農業用機械等は対象になり
ません。）

・成果目標を設定し、経営改善の取組を行うこと。

・事業費（導入する農業用機械等の価格）が整備内容ごとに50万円以上であること。

・事業の対象となる農業用機械等は、耐用年数が概ね５年以上20年以下のものであること。
※中古農業用機械等にあっては、新品時の耐用年数がおおむね５年以上20年以下のも
のであり、かつ、使用可能と認められる年数が２年以上のものであること。

・運搬用トラック、パソコン、倉庫等、農業経営の用途以外の用途に容易に供されるような汎
用性の高いものでないこと。

・助成対象者の成果目標に直結するものであり、既存の機械等の単なる更新を行うものでな
いこと。

・園芸施設共済、農機具共済、民間事業者の保険への加入等、気象災害等に備えること。

基本的な要件（融資主体支援タイプ）



成果目標及びポイントについて

１～12
１～５
１～３
１～５

２～５
１～２
３
１～２
１
１～３

①付加価値額の拡大
②経営面積の拡大
③労働時間の短縮
④経営管理の高度化
（法人化、GAP認証取得、BCP 等）
⑤新規就農
⑥農業者の育成
⑦女性の取組
⑧輸出の取組
⑨環境配慮の取組

⑩労働環境の改善

２
１～３

①認定農業者等への農地集積

②農地集積割合の増加

46（参考）最大ポイントの計
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優先枠について

集約型農業経営優先枠

土地利用の制約などから、規模拡大による経営発展が制限される地域等における、集約型
の農業の導入による収益の向上のための取組を支援。

①と②の要件を満たす方が対象

① 「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等
に関する法律」に基づき、環境負荷低減事業活動実施計画又は特定環境負荷低減
事業活動実施計画の認定を受けていること。

② 導入等する機械等が①の計画の取組内容に関連するものであること。

スマート農業優先枠

みどり農業推進優先枠

①と②の要件を満たす方が対象

① スマート農業技術活用促進法の生産方式革新実施計画の認定を受けていること。
② 導入等する機械等が①の計画の取組内容に関連するものであること。



国内外の様々な経営環境の変化に対応し得る農業経営への転換を図ろうとする地域の中核となる担い手
に対し、必要な農業用機械・施設等の導入を支援する。

［担い手確保・経営強化支援事業（国補正事業）］
※令和８年度補正事業の有無については未定

【助成対象者】（①～②について、認定農業者又は認定新規就農者に限る）

①地域計画のうち目標地図に位置付けられた者（融資活用）

②市町が認める者（融資不要、上限100万円）

【事業概要】
補 助 率：事業費の１/２以内

補助上限額：①法人：3,000万円（法人以外の者：1,500万円）
②市町が認める者：100万円

助 成 対 象
農産物の生産、加工、流通、販売その他農業経営の開始若しくは経営の改善に必要な機械
又は施設の導入・整備等
例えば次の機械等が支援の対象となります。
・トラクター、田植機、コンバインなどの農業用機械の取得
・乾燥調製施設（乾燥機）、集出荷施設（選果機）、農畜産物加工施設（加工設備）など設備の取得
・ビニールハウスの整備



・融資を活用して農業用機械等の導入を行うこと。（②市町が認める者は除く）

・既に導入済の農業用機械等は対象になりません。

・成果目標を設定し、経営改善の取組を行うこと。

・事業費（導入する農業用機械等の価格）が整備内容ごとに50万円以上であること。

・事業の対象となる農業用機械等は、耐用年数が概ね５年以上20年以下のものであること。
※中古農業用機械等にあっては、新品時の耐用年数がおおむね５年以上20年以下のも
のであり、かつ、使用可能と認められる年数が２年以上のものであること。

・運搬用トラック、パソコン、倉庫等、農業経営の用途以外の用途に容易に供されるような汎
用性の高いものでないこと。

・助成対象者の成果目標に直結するものであり、既存の機械等の単なる更新を行うものでな
いこと。

・園芸施設共済、農機具共済、民間事業者の保険への加入等、気象災害等に備えること。

基本的な要件



優先枠について

スマート農業転換優先枠

みどり農業推進優先枠

①と②の要件を満たす方が対象

① スマート農業技術活用促進法の生産方式革新実施計画の認定を受けていること。
② 導入等する機械等が①の計画の取組内容に関連するものであること。

①と②の要件を満たす方が対象

① 「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等
に関する法律」に基づき、環境負荷低減事業活動実施計画又は特定環境負荷低減
事業活動実施計画の認定を受けていること。

② 導入等する機械等が①の計画の取組内容に関連するものであること。



地域の中核となって農地を引き受ける担い手の経営改善に必要な農業用機械・施設の導入を支援する。

［地域農業構造転換支援事業］

【助成対象者】

地域計画のうち目標地図に位置付けられた認定農業者又は認定新規就農者（融資不要）

【事業概要】
補 助 率：事業費の３/10以内

補助上限額：①法人：3,000万円（法人以外の者：1,500万円）

助 成 対 象
農産物の生産、加工、流通、販売その他農業経営の開始若しくは経営の改善に必要な機械又は
施設の導入・整備等
例えば次の機械等が支援の対象となります。
・トラクター、田植機、コンバインなどの農業用機械の取得
・乾燥調製施設（乾燥機）、集出荷施設（選果機）、農畜産物加工施設（加工設備）など設備の取得
・ビニールハウスの整備

【対象地域】
現行の地域計画か、見直し注後の地域計画において以下の要件を満たす地域
①目標集積率が６割以上（中山間地域は５割以上）であること 又は
②目標集積率が現状よりも10ポイント以上増加する姿となること

注：見直しは事業実施年度の翌年度までに行うこと



・農業用機械のリース導入も対象（補助率：定額。取得額相当の３／７以内）
（成果目標に加え、リース期間終了後に相当程度の経営面積の拡大をする場合）

・既に導入済の農業用機械等は対象になりません。

・成果目標を設定し、経営改善の取組を行うこと。

・事業費（導入する農業用機械等の価格）が整備内容ごとに50万円以上であること。

・事業の対象となる農業用機械等は、耐用年数が概ね５年以上20年以下のものであること。
※中古農業用機械等にあっては、新品時の耐用年数がおおむね５年以上20年以下のも
のであり、かつ、使用可能と認められる年数が２年以上のものであること。

・運搬用トラック、パソコン、倉庫等、農業経営の用途以外の用途に容易に供されるような汎
用性の高いものでないこと。

・助成対象者の成果目標に直結するものであり、既存の機械等の単なる更新を行うものでな
いこと。

・園芸施設共済、農機具共済、民間事業者の保険への加入等、気象災害等に備えること。

基本的な要件



〇申請手続き

農地利用効率化等支援事業等の場合

〇スケジュール

助
成
対
象
者

農
業
者

事
業
実
施
主
体

市
町

中
国
四
国
農
政
局・
農
林
水
産
省

②調査回答

⑪交付申請

⑥計画申請

④´回答

⑤採択通知 ⑤´採択通知

⑬´交付決定

⑩´交付申請

助成事業

①要望調査照会

⑥´計画申請

①´相談

③要望調査照会

④要望調査回答

⑦計画協議

⑧協議回答 ⑨協議回答

⑩交付申請

⑫交付決定 ⑬交付決定

②´回答

③´要望調査

⑨´協議回答

広
島
県
農
業
生
産
課

広
島
県
農
林
水
産
事
務
所

（
農
林
事
業
所）

※助成対象者は市町からの指導に基づき事業実施

令和９年度に事業に取り組むためには、９月に実施する県の要望調査に応募することが必要です。

事業計画を整備し、早めに市町へ相談してください。

５月４月３月２月１月12月11月10月９月事業名

⑩交付
申請

⑤採択通知
⑥計画申請

③国要
望調査①

県要望
調査

農地利用効率化等
支援事業

⑩交付
申請

⑥計画
申請

⑤採択
通知

③国要
望調査

担い手確保・経営
強化支援事業

注：「地域農業構造転換支援事業」については、表中の両事業のスケジュールで要望調査が実施されている。



スマート農業・農業支援サービス事業
加速化総合対策事業



農業支援サービス事業とは

本事業において、農業支援サービス事業は、農業者に対して対価を得て提供す
るサービスであって、次のサービス内容の欄に掲げるいずれかの取組に該当する事
業をいいます。
いずれの類型においても、農産物の加工・流通・販売に係るサービスは除きます。

備考サービス内容類型

受委託契約（農業者との直接
契約を原則とする。）の下で農
作業を代行するもの。

農業者の行う農作業を代行する取組専門作業受注型

一つ又は一式の農業機械・器
具につき複数の農業者に提
供するものを原則とする。

農業者が使用するスマート農業機械等を、
レンタル・サブスクリプション等の販売以外
の手段によって農業者に提供する取組

機械設備供給型

作業者を必要とする農業現場に農作業を
行う人材を派遣する取組

人材供給型

農産物（生育途中のものを含む。）、種苗、
土壌やほ場等の状態の把握及びその情
報の分析を行い、これに基づき農業者に
情報・助言等を提供する取組

データ分析型

上記サービス内容の複合型の取組その他



サービス事業者の育成・活動の促進等の加速化を図るため、サービス事業者の
新規参入又は事業拡大に向けたニーズ調査、サービス事業の企画・検討のための

試行・改良、サービス事業の提供に必要なスマート農業機械等の導入を支援する。

［農業支援サービスの立上げ・事業拡大支援］

【事業実施主体】

サービス事業者等

【事業概要】
補助率：
①立上げ・事業拡大の取組：定額
②スマート農業機械等の導入：１/２以内

補助上限額：①3,000万円、②5,000万円

成果目標及び目標年度
（１） 成果目標：事業実施主体が提供するサービス事業を活用する農地面積

の拡大に係る目標
（２） 目標年度：事業実施年度の翌々年度



サービス事業者が提供するサービスの
利用者又は提供地域が全て県域に留
まる場合

［申請先のイメージ］

県に申請

サービス事業者が提供するサービスの
利用者又は提供地域が複数県にわた
る場合

中国四国農政局に申請

広島県

サービス サービス

サービス事業者

広島県

サービス

サービス

サービス事業者

他県



県の問合せ先（スマート農業・農業支援サービス事業加速化総合対策事業）

21

電話番号住所管轄機関市町

082-228-2111
広島市中区
基町10-52

西部農林水産事務所
農村振興課

広島市、大竹市、廿日市市、
府中町、海田町、熊野町、坂町、
北広島町、安芸高田市、
安芸太田町

0823-22-5400
呉市西中央
一丁目3-25

西部農林水産事務所
呉農林事業所
農村振興課

呉市、江田島市

082-422-6911
東広島市西条
昭和町13-10

西部農林水産事務所
東広島農林事業所
農村振興課

竹原市、東広島市、大崎上島町

084-921-1311
福山市三吉町
一丁目1-1

東部農林水産事務所
農村振興課

福山市、府中市、神石高原町

0848-25-2011
尾道市古浜町
26-12

東部農林水産事務所
尾道農林事業所
農村振興課

三原市、尾道市、世羅町

0824-72-2015
庄原市東本町
一丁目4-1

北部農林水産事務所
農村振興課

三次市、庄原市

082-513-3592
広島市中区
基町10-52

農業生産課広島県全域



産地生産基盤パワーアップ事業
（収益性向上対策・生産支援事業）



①農業機械のリース導入・取得：１／２以内
（リースの場合は本体価格の１／２以内）

②生産資材の導入：１／２以内

（３） 支援対象となる取組等

（４） 補助率

（１） 主な採択要件

・産地パワーアップ計画において基準を満たした成果目標を定めること。
・面積要件等を満たしていること。

（２） 支援対象者（取組主体）

農業者、農業者団体等

※原則、１法人（１農業者）による産地パワーアップ計画は作成不可





園芸用施設・設備導入等支援事業
（単県）



［事業概要］

注：令和９年２月までに施工又は納品が完了すること。

３月２月１月12月11月10月９月８月７月

追加要望調査

採択通知

事業計画申請・承認

交付申請・決定 事業実施 事業完了

○事業内容：チラシ参照

○事業スケジュール（令和８年度）

○申請先：各市町



物価高騰等の環境変化に影響されにくく、収益力の高い農業経営
の実現に向けて、県独自に園芸用の施設・設備の導入・改修等の
取組を支援することで、農業者の経営発展の加速化を図る。

１/２以内（補助上限:30,000千円）

認定農業者又は認定新規就農者
（面積要件等により産地生産基盤パワーアップ事業等の国庫事業
の対象外となっている者）

令和８年度園芸用施設・設備導入等支援事業

県 市町 農業者
補助金
１/２以内

補助金

園芸用ハウスの新設導入による施設規模の拡大の取組を支援

②ハウスリノベーション支援

③省エネ加温機器等導入支援

①ハウス導入支援

既存の園芸用ハウスの改修等による⾧寿命化及び高度化の取組
を支援

省エネ加温機器等の導入・更新による燃油使用量削減の取組を
支援

事業目的

メニュー

支援対象者

補助率

資料１－２



①ハウス導入支援

（参考）産地生産基盤パワーアップ事業（収益性向上対策）の産地面積要件
平 場:（おおむね）果樹10ha、施設野菜５ha、施設花き３ha
中山間地域等:（おおむね）果樹10ha、施設野菜３ha、施設花き２ha
（生産支援事業:５戸以上の農業者の参加又は１ha以上の取組面積）

支援内容区分

ハウス資材の導入園芸用ハウスの
導入（必須）

内張設備・自動巻上設備・環境制御設備・加温設
備・潅水設備の導入 など

附帯設備の導入

上記の設置に必要な工事費その他

園芸用ハウスの新設導入による施設規模の拡大の取組を支援

認定農業者又は認定新規就農者
（面積要件等により産地生産基盤パワーアップ事業等の国庫事業の対象
外となっている者）

１/２以内（補助上限:20,000千円）補助率

支援対象者

販売額又は単位面積当たり販売額の10％以上の向上成果目標

共済保険等（天災等に対する補償）の加入
事業継続計画（BCP）の策定

要件

※新規就農者育成総合対策事業（経営発展支援事業、世代交代・初期投資促進
事業）については、当該事業の上限事業費を超える等の理由で、当該事業の対
象ハウスと重複しない取組であれば対象とします。

規模拡大につながるハウス導入



②ハウスリノベーション支援

（参考）産地生産基盤パワーアップ事業（生産基盤強化対策）では、事業継承
を行うための同内容の取組が支援対象となる。

支援内容区分
（１）パイプ交換、タイバー等の補強、高性能フッ素

樹脂フィルム（エフクリーン）への更新等の
⾧寿命化のための取組

（２）環境制御設備（自動調光装置等の内張、自動巻上
装置、細霧冷房装置、加温装置、CO2
発生装置等）の導入等の高度化のための取組

園芸用ハウスの
改修・再構築
（必須注１）

被覆資材の更新、潅水設備の導入 など附帯設備の導入・
更新

上記の取組に必要な工事費その他
注:⾧寿命化及び高度化のための取組（単純更新不可）を一つ以上選択すること。その
場合、附帯設備の導入・更新を支援対象とする。

既存の園芸用ハウスの改修による⾧寿命化及び高度化の取組を支援

支援対象者

天候に合わせて最適光環境を実現する自動調光装置
（図引用:広島県立総合技術研究所農業技術センター

「ハウス内の光環境を最適化する自動調光システム」
パンフレット）

認定農業者又は認定新規就農者
（産地生産基盤パワーアップ事業等の国庫事業の対象外となっている者）

1/２以内補助率

タイバーによるハウス補強

取組内容に応じた目標を設定
①販売額の維持又は増加、②労働生産性の向上

成果目標

10年間の営農の意思表示注２、
共済保険等（ハウスは災害等に対する補償、それ以外は
盗難及び災害等に対する補償）の加入
事業継続計画（BCP）の策定

要件

注２:10年間使用可能なハウスとするため、必要に応じて改修に取り組むこと。



③省エネ加温機器等導入支援

支援内容区分
（１）ヒートポンプ、木質バイオマスボイラー等の

化石燃料を使用しない加温機の導入・更新
（２）燃油消費効率の高い燃油暖房機への更新
（３）CO2発生装置等の導入・更新

省エネ機器導入
・更新

循環扇、多段式サーモ、CO2濃度コントローラー、保
温効果の高い被覆資材（内張資材）等の導入・更新

内部設備の導入
・更新

省エネ機器等の稼働に必要な工事費
（ヒートポンプ導入時に真に必要となるハウス外の電
設工事を含む）

その他

注:内部設備の導入・更新のみは不可。機能向上しない消耗品、単純更新は対象外

省エネ加温機器等の導入・更新による燃油使用量削減の取組を支援

支援対象者

補助率 １/２以内

（参考）
産地生産基盤パワーアップ事業（施設園芸エネルギー転換枠）の面積要件
５戸以上の農業者の参加又は１ha以上の取組面積

認定農業者又は認定新規就農者
（面積要件等により産地生産基盤パワーアップ事業等の国庫事業の
対象外となっている者）

次のいずれかの目標を設定
①化石燃料を使用しない加温機の導入面積を加温
面積の50％以上に拡大

②燃油使用量の低減
③単位生産量当たり燃油使用量の低減

成果目標

共済保険等の加入（盗難及び天災等に対する補償）
事業継続計画（BCP）の策定

要件

燃油削減につながるヒートポンプ導入



ひろしま型スマート農業普及支援事業の概要

資料１－３

農林水産局農業技術課 スマート農業推進担当
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ひろしま型スマート農業普及支援事業（R8～）

スマート農業機器等の導入強化

＜取組の概要＞
○R7年度までに構築した経営モデルを含めたスマート技術の普及をより一層加速させるため、
兼業農家も含めた産地全体を対象として取り組む。

○これまでの経営モデルを踏まえ、産地の実情に応じて機械・システムの導入や農業支援サービス
の仕組みを取り入れた産地単位の導入計画を策定し、産地全体の生産性向上に向けた取組を

支援（実証補助）する。

○技術実証地区数：10地区/年
○事業費：上限4,000千円/地区

2



目的
スマート農業技術の普及に取り組む産地等に対して、
機械・システムの導入や農業支援サービス事業体の育成を支援する。

事業実施主体

農業者（生産部会又は複数経営体）
【支援グループ（下線は必須とする機関）】
市町、農業協同組合、県農業技術指導所、県農林水産事務所（畜産事務所）、県研究機関、
大学、企業 等

実証期間 原則、当該年度の２月末まで

主な要件

・実証後、産地等での導入計画を作成すること。
・産地等における労働生産性（生産量又は販売額又は栽培面積／労働時間）を
10％向上させる目標であること。
・産地等における普及性（普及見込面積、生産額増加見込額、導入見込経営体数）
が一定程度確保できる取組であること。
・産地等において、技術導入と併せて農業データの活用に取り組むこと。

補助対象経費
・産地への導入に向けた実証に必要な機械・機器及びアプリの利用（定額、ただし機械・
機器の購入については1/2）
・農業支援サービス事業体の育成（定額）

補助上限 4,000千円/地区

採択方法 ポイント制とし、ポイントの高い計画から順に採択する。

事業概要① スマート農業機器等の導入強化

【事業目的や要件など】
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【活用イメージ（例）】

【事業実施主体のイメージ】

※赤色は担い手、白色はその他の経営体

（露地タイプ）

地域の担い手が規模拡大するとともに、
ロールモデル経営体のデータを共有し、
模倣して労働生産性を向上

核となる担い手が規模拡大し、
担い手以外の作業を請け負うことで
地域全体の労働生産性を向上

（施設タイプ）

事業概要② スマート農業機器等の導入強化
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２ 政策的要素（加点要素）

（１）地域計画への位置づけ

（２）生産方式革新実施計画への認定又は着手

（３）特定環境負荷低減事業活動実施計画（みどり認定）への認定又は着手

（４）農業版事業継続計画（BCP）の策定又は着手

【ポイント項目】

１ 実証内容

（１）革新性（必須）

労働生産性（生産量又は販売額又は栽培面積／労働時間）の向上率

（２）普及性（いずれか１つを選択）

普及見込面積割合の増加幅 又は 販売額増加見込額の増加率

審査 スマート農業機器等の導入強化
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代表 副代表 監事 会計
（通帳管理）

運営 実証 具体的な内容

生産部会 ● ● ● ● （●） （●）
・実証実施に関すること（機械操作、フィールド提供、作
業記録等）
・導入計画作成

農業者
グループ

● ● ● ● （●） （●）
・実証実施に関すること（機械操作、フィールド提供、作
業記録等）
・導入計画作成

農林★
・事業実施計画等申請支援、実績報告書等作成支援
・導入計画作成支援、他会議等調整 など

指導所★
・事業実施計画書等作成、実証結果取りまとめ支援
・実証実施、導入計画作成支援 など

研究 実証に関する助言 など

市町 導入計画作成協力 など

ＪＡ
実証実施協力（事業実施計画・実績含む）、導入計画作成協力 など
※生産部会が構成員となる場合は事務局を分担

企業等 実証協力、軽微な機械の改良 など

＜事業実施主体＞

＜支援グループ＞ ※★は必須メンバー

＜実証グループ＞

実施体制 スマート農業機器等の導入強化

【実施体制】
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会議等調整などグループ
運営支援（農林）

実証実施支援（指導所）

農
業
技
術
課

市

町

事
業
実
施
主
体
（
生
産
部
会
等
）

要
望
調
査
～
交
付
決
定 交付申請

計画承認

実
証

要望調査

提出

周知

進達
審査

交付決定

提出

支払（農業技術課から直接交付）

提出

実
績
報
告

実
証
後

農
林
水
産
事
務
所
（
事
業
活
用
支
援
）

農
業
技
術
指
導
所
（
ス
マ
農
活
用
支
援
）

補助金申請

要望調査提出支援（農林）
事業実施計画書作成支援（指導所）

補助金実績報告支援（農林）

事業実施計画書に対する実績報
告支援（指導所）

導入計画作成支援（農林、指導
所）

補助金申請支援（農林）

導入状況報告書

導入状況報告支援（農林、指導所）
※事業実施後３年間

事業実績報告書
導入計画
請求書 等

実証グループ形成支援（農林）

事業実施
計画書

周知

※推進状況については、
随時、市町、農林、指導所へ共有する。

農業者グループ形成支援（農林）
※新たに形成する場合

ひろしま型スマート農業普及支援事業の流れ
スマート農業機器等の導入強化

【事業の流れ】
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スマート技術体系への包括的転換

加速化総合対策事業（スマ転事業）の概要

農業技術課スマート農業推進担当
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スマ転事業概要

9

スマ転事業

詳細は農水省HP参照 https://www.maff.go.jp/j/seisan/sien/sizai/sumaten.html



支援内容

10

スマ転事業

・品目ごとの技術課題の解決のため、産地におけるスマート農業技術の導入とその効果を高める栽培体系
への転換の取組を支援します。その際に必要となる農業機械の導入費や関連経費を支援します



・県が都道府県スマート農業ビジョンを策定し、実施方針を定めている。

・都道府県スマート農業ビジョンは県HPに掲載

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/84/smaten.html

スマ転事業の各計画について スマ転事業

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/84/smaten.html


取組主体事業計画※記載例 スマ転事業



【ポイント制度について】

①労働生産性の向上（10点満点）

②品目別の成果目標（10点満点）

③加算ポイント

※①と②の合計が10点を満たない
場合採択されない

取組主体事業計画※記載例 スマ転事業



提出

農

政

局

広 島 県

市

町

各
地
域
再
生
協
議
会
等

取

組

主

体

提出

提出

提出

ス
マ
ー
ト
農
業

ビ
ジ
ョ
ン
の
策
定

承認

事
業
計
画
の
協
議
・
承
認

提出
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市町 ※１

※１ 地域型 計画認定者の事業計画申請先を市町とします。

※２ 補助対象経費のうち③については、対象除外とします。

※２

※国事業説明資料抜粋

留意事項 スマ転事業



JAバンク広島 農業補助金セミナー
2026年7月

資料２



1

1. 会社概要

2. 補助金の基礎知識と農業者が活用可能な補助金

① 中小企業省力化投資補助金
② 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金
③ 小規模事業者持続化補助金
④ デジタル化・AI導入補助金
⑤ 業務改善助成金
⑥ 省エネ・非化石転換補助金
⑦ 広島県生産性向上設備導入補助事業

3. 補助金申請のポイント

・ 補助金申請のポイント
・ 補助金ポータルでの申請支援に関して

アジェンダ



1. 会社概要
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社名 株式会社補助金ポータル

所在地 東京都渋谷区東3丁目15-7 

ヒューリック恵比寿ビル4F

設立 2018年11月

代表取締役 福井 彰次

取締役 平野 秀行

アドバイザー 岸 博之
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補助金ポータルについて
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補助金ポータルについて



より多くの人に補助金・助成金情報をお届けする
国内最大級の補助金専門サイト 「補助金ポータル」

国内最大級の補助金・助成金掲載数

月間150万PV

月間70万UU

メルマガ発送件数2万件

全国の補助金、助成金情報を網羅し、
国策を活用して成⾧する企業を1社でも多く増やしたいと考えています。

https://hojyokin-portal.jp/
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補助金ポータルについて
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補助金ポータルについて



2. 補助金の基礎知識と農業者が活用可能な補助金

① 中小企業省力化投資補助金
② 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金
③ 小規模事業者持続化補助金
④ デジタル化・AI導入補助
⑤ 業務改善助成金
⑥ 省エネ・非化石転換補助金
⑦ 広島県の補助金
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・経産省や地方自治体など

・財源は法人税や市民税等

・採択、不採択のどちらかで回答がある

・主に厚生労働省

・財源は主に雇用保険料

・要件を満たせば100％受給可能

■補助金・助成金の違い

補助金 助成金

＜2026年度の傾向＞
2026年度の補助金政策は、成⾧意欲の高い企業が売上100億円超を目指す「100億宣言」企業への支援を
本格化させ、地域経済を牽引する中核企業の創出へ注力する方向性。単なる省力化投資にとどまらず、構造的な
賃上げを継続する企業への補助金や、脱炭素化を加速させるGX（グリーントランスフォーメーション）関連設備への
加点・重点配分がより鮮明になっています。

これらの補助金は、人手不足という社会課題の解決と企業の飛躍的成⾧を直結させるための「投資加速ツール」とし
て位置づけられています。AI・ロボットによる自動化とGXを組み合わせ、生産性向上と環境対応を同時に実現する
「攻めの投資」を支えるきめ細かな支援体制が、2026年度の大きな特徴です。

国や地方公共団体などの公的機関から交付される給付金のことを補助金・助成金といいます。
設備投資による中小企業の活性化、人材確保などといった目的に沿って予算化され、
要件に該当する事業者に対して支給される資金です。
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補助金の基礎知識



補助金を正しく理解する４つのポイント

①要件（目的・対象企業・申請要件事項）

②補助対象（投資対象物＆補助対象経費）

③補助額・率

④スケジュール（申請期限・投資時期）

この視点は「補助金４要素」。ここ理解することがポイントです!

9

補助金の基礎知識



補助金という制度には厳密なスケジュールが存在します。ほぼすべての補助金がこの流れで動いて
いきます。

契約済の設備に補助金を活用することはできません。必ず交付決定→契約・発注の流れです。
補助金の申請書類の審査には約1～2カ月程度かかります。

審
査

採
択

交
付
申
請

交
付
決
定

事業実施
実
績
報
告

確
定
検
査

請
求
書
送
付

補
助
金
入
金

確
定
通
知

効
果
報
告

募
集
要
項
発
表

申
請

POINT

補助金の基礎知識
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ここだけは押さえてください

1. 補助金の事業目的に即していることが重要です。“もの”に対して補助金ができるわけではないことをご理解ください。

2. 補助金は審査制です。申請をしたからと言って確実に採択される保証はございません。ただ、採択率を上げるための手法はございます。

3. 補助金は原則として交付決定後に契約・発注・納品・支払いです。（採択と交付決定の違いは注意が必要）

交付決定日を待たずして導入したものに対しては、補助金対象外となるためご注意ください。 ※一部対象となる補助金あり

4. 補助金毎に予算が決まっております。募集期間内に予算を消化した場合、予告なく募集終了となる可能性がございます。

5. 申請時の条件・補助額等は募集中に変更になる場合もございます。

6. 購入製品の経済合理性を担保するため、相見積書を求められる場合があります。その際は同様の仕様であることが絶対条件です。

相見積りが取れない場合は、理由書の提出が求められる場合があります。

7. 補助金は原則事業完了後に支給されるものです。申請者側は一度キャッシュアウトが発生します。

8. 事業実施期間中に支払いまでを終えて、支払証憑とともに実績報告を提出しなければ補助金は受給できませんことをご理解ください。

9. 申請内容に虚偽がある場合は国から返還利息を求められる等、不利益が生じる場合があります。

事業計画が実現できないような補助金需給のためのものであると認識された場合、達成目標未達という形で返還要請が入る可能性があり

ます。

10.同一商品で複数の補助金・助成金を併用することは不可となります。

11.反社会勢力や関わりのある企業は、補助金の申請は出来ません。

11

補助金の基礎知識



目的: 中小企業の生産性向上と人手不足解消

対象: 中小企業など

支援内容:IoTやロボットなどの導入費用の一部を補助

特徴: カタログから製品を選ぶカタログ注文型と、一般型という2種類の申請枠あり

① 中小企業省力化投資補助金
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省力化補助金は経産省の注力事業として2024年度から公募が始まり、 2026年度までで総額
約5,000億円という大型の補助金です。カタログ注文型と一般型という2つ申請の枠があります。
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① 中小企業省力化投資補助金
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カタログ注文型では、製品カテゴリ/業種別などで登録された製品を選んで申請を行いま
す。省力化対策となるハードウェアが対象です。
URL:https://shoryokuka.smrj.go.jp/catalog/

【補助金の特徴】
・上限額1,500万円、補助率1/2
・カタログから製品を選択して申請
・スケジュールは随時受付中
(2027年3月まで）
・採択率75％前後と非常に高い
・申請ハードルが低い

① 中小企業省力化投資補助金（カタログ注文型）
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製品カテゴリの一覧はHPにアップされています。カテゴリ数は188、登録製品は約2675
件と随時更新されています。(2026/7/8時点)
URL:https://shoryokuka.smrj.go.jp/catalog/product_catalog/

① 中小企業省力化投資補助金（カタログ注文型）



内容項目

中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするため、人手不足に悩む中小企業等が IoT・ロボット等の
人手不足解消に効果がある汎用製品を導入するための事業費等の経費の一部を補助することにより、省力化投資
を促進して中小企業等の付加価値額や生産性向上を図るとともに、賃上げにつなげることを目的とします。

概要

全国対象エリア

中小企業・個人事業主 みなし大企業は対象外

※一次産業には利用不可。農業を主たる事業とされている方でも、業務の一部において販売、加工、サービス提供
などを行っている場合、対象となる可能性があります。

対象事業者

・補助事業終了後3年間で毎年、申請時と比較して労働生産性を年平均成⾧率3.0％以上向上させる事業計画
を策定し、採択を受けた場合はそれに取り組まなければならない。

・購入額が500万円以上となる場合は、事業計画期間終了までの間、火災等による取得財産の損失に備えて、
保険金額が補助額以上である保険又は共済（補助金の交付対象である施設、設備等を対象として、
自然災害（風水害を含む。）による損害を補償するもの）への加入を必須とする。

・人手不足の状態の確認の為、以下のいずれかから当てはまるものを一つ以上選択し、省力化を進める必要があるこ
とを事業計画の中で説明すること。
①限られた人手で業務を遂行するため、直近の従業員の平均残業時間が３０時間を超えている。
②整理解雇に依らない離職・退職によって従業員が前年度比で５％以上減少している。
※ただし、非正規雇用が主体の事業者については総労働時間を従業員数で代替することとする。

③採用活動を行い求人を掲載したものの、充足には至らなかった。
④その他、省力化を推し進める必要に迫られている。
※具体的な省力化投資の必要性の説明を含め、より詳細な事業計画の策定が必要

対象要件

・製品本体価格、導入に要する費用（導入経費）の２つが補助対象経費。
導入経費:省力化製品の設置作業や運搬費、動作確認の費用、マスタ設定等の導入設定費用。対象経費

・新規事業/リース・レンタル/ソフトウェア単体は対象外。対象外経費
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① 中小企業省力化投資補助金（カタログ注文型）



内容項目

申請時と比較して、 (a)事業場内最低賃金を3.0%以上増加させること(b)給与支給総額を6%以上増加させるこ
との双方を補助事業期間終了時点で達成する見込みの事業計画を策定した事業者は、補助上限額を引き上げる。
なお、賃上げによる補助上限の変更を適用する場合は、申請時点で、申請要件を満たす賃金引上げ計画を従業員
に表明すること。交付後に表明していないことが発覚した場合は、補助金の増額分の返還を求める。

補助率
補助額

清掃ロボット/配膳ロボット/自動倉庫/検品・仕分システム/無人搬送車（AGV・AMR）/
スチームコンベクションオーブン/券売機/自動チェックイン機/自動精算機など登録カテゴリ

・商材の登録を行い、採択された商材がカタログ掲載されるシステム。
中小企業・個人事業主等からの交付申請を受けつつ、平行してカタログに掲載する省力化支援事業者と機器の拡充
をしていく。

カタログ掲載
について

・カタログの中から製品を選択して申請。
・交付申請、実績報告はjGrantsを利用したオンライン申請。申請方法

・過去に中小企業庁の「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」の交付決定を受け、それから10ヶ月を経
過していない事業者。
・過去３年間に２回以上、中小企業庁の「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」の交付決定を受けた
事業者は補助対象外。
・観光庁の「観光地・観光産業における人材不足対策事業」により設備投資に対する補助金の交付決定を受けた事
業者、あるいはその申請を行っている事業者。

備考
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① 中小企業省力化投資補助金（カタログ注文型）



内容項目

申請フロー

・補助事業終了後、毎年度４月から６月までに効果報告を行う。
・効果報告期間は3年間。効果報告

https://shoryokuka.smrj.go.jp/URL
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① 中小企業省力化投資補助金（カタログ注文型）



内容項目

省力化補助金（中小企業省力化投資補助金）は、農業そのもの（一次産業）には原則として
利用できません。

ただし、農業従事者でも以下のような場合は活用できる可能性があります。

食品製造業として利用
例:自分の農産物を使ってジャムやソースなどの加工食品を製造する場合、その製造工程の自動
化・省力化設備導入には補助金を活用可能。

飲食業や宿泊業として利用
例:農家レストランや農園民宿など、農業以外の業種として事業を展開し、その業務の省力化設備
導入には補助金が使えます。

農業関連サービス業として利用
例:農産物の選別や梱包、流通など、一次産業ではなく二次・三次産業としての事業活動であれば
対象となる場合があります。

農業そのものではなく、農業に付随する加工やサービス業としての申請が前提です。

注意点
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① 中小企業省力化投資補助金（カタログ注文型）



カタログ型の事例もHPで公開中です。
URL:https://shoryokuka.smrj.go.jp/assets/pdf/shoryokuka_catalog_case_studies.pdf

無人搬送車を導入し、工場での運搬業務の人員を削減した活用事例
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① 中小企業省力化投資補助金（カタログ注文型）採択事例
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一般型では、 IoTやロボットなど多様な設備・システム導入による省力化・生産性向上を
支援し、補助上限額は従業員数に応じて最大1億円です。

【補助金の特徴】
・上限額が1億円と高額
・賃上げが必須
・オーダーメイド性・カスタム性のある製品が対象
・ソフト/ハード共に対象となる
カスタマイズした商材も対象
汎用的な製品の組み合わせでもOK

・高い採択率(およそ70％弱)で推移

① 中小企業省力化投資補助金（一般型）



内容項目
中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするため、人手不足に悩む中小企業等がIoT・ロボット等の人手不足解
消に効果がある設備を導入するための事業費等の経費の一部を補助することにより、省力化投資を促進して中小企業等
の付加価値額や生産性向上を図るとともに、賃上げにつなげることを目的とする。

概要

全国対象エリア
中小企業/小規模企業者・小規模事業者/特定非営利活動法人/社会福祉法人/特定事業者の一部

※こちらも一次産業には利用不可。農業を主たる事業とされている方でも、業務の一部において販売、加工、サービス提
供などを行っている場合、対象となる可能性があります。

対象事業者

基本要件
＜以下の要件を全て満たす3~5年の事業計画を策定すること＞
① 労働生産性の年平均成⾧率+4.0%以上増加
② 1人あたり給与支給総額の年平均成⾧率を3.5%以上増加
③ 事業場内最低賃金が事業実施都道府県における最低賃金+30円以上の水準
④ 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を公表等（従業員21名以上の場合のみ）

※①、②の賃上げ要件については未達成時に返還の義務あり。

＜その他に以下の全ての要件を満たすこと＞
・補助事業者の業務領域・導入環境において、当該事業計画により業務量が削減される割合を示す省力化効果が見
込まれる事業計画を策定すること
・事業計画上の投資回収期間を根拠資料とともに提出すること
・3～5年の事業計画期間内に、補助事業において、設備投資前と比較して付加価値額が増加する事業計画を策定
すること
・人手不足の解消に向けて、オーダーメイド設備等の導入等を行う事業計画を策定すること
※カタログ注文型の製品カタログに登録されているカテゴリに該当する製品について、本事業で導入する場合は審査の際
に考慮

要件

機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関
連経費対象経費
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① 中小企業省力化投資補助金（一般型）



内容項目

補助率:
中小企業:1/2
小規模事業者・再生事業者:2/3

補助額:
従業員数5名以下:750万円（1,000万円）
6～20名:1,500万円（2,000万円）
21～50名:3,000万円（4,000万円）
51～100名:5,000万円（6,500万円）
101名以上:8,000万円（1億円）

※賃上げ要件を達成した場合、（）内の値に補助上限額を引き上げ

補助率
補助額

第7回 2026/7/1～2026/7/31
※およそ3か月周期で公募されているため、第8回は10月前後に公募される見込み。申請期間

交付決定日から18か月以内（採択発表日から20か月以内）事業実施期間

〇必ず1つ以上、単価50万円(税抜)以上の機械装置等の設備投資が必要

〇過去に「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」又は「中小企業等事業再構築促進補助金」の交付決
定を受け、補助事業が完了していない事業者、過去３年間に、２回以上「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進
補助金」又は「中小企業等事業再構築促進補助金」の交付決定を受けた事業者、 観光庁の「観光地・観光産業に
おける人材不足対策事業」により設備投資に対する補助金の交付決定を受けた事業者は対象外

備考

https://shoryokuka.smrj.go.jp/ippan/URL
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① 中小企業省力化投資補助金（一般型）
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採択率は60％～70％前後と高い数字で推移しています!活用のチャンスです!

採択率採択数申請数公募回

約68.5%1,240件1,809件第一回

約60.9%707件1,160件第二回

約66.8％1,854件2,775件第三回

約69.3％1,456件2,100件第四回

約61.4％1,251件2,035件第五回

中小企業省力化投資補助金（一般型）の採択率推移

業種別採択割合は製造業、建設業が多い傾向です。
農業・林業は2％ほどの割合で活用されております。

① 中小企業省力化投資補助金（一般型）採択率

経産省の代表的な「ものづくり補助金」の
採択率が30％台前半ですので2倍近くの採択率!



採択事業は全て公開されます。
加工・製造においてのスマート農業目的での採択事例が数多くあります。
自社で検討中の事業と合致するものがないか確認してみましょう。
URL:https://shoryokuka.smrj.go.jp/ippan/grant_adoption/
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① 中小企業省力化投資補助金（一般型）採択事例

事業計画名事業者名

スマート農業導入による収量可視化・作業省力化事業株式会社井上農場

収穫後工程の省力化・効率化による「休める農業」の実現株式会社アグリシップ

農作業の高度化による魅力ある農業経営の実現株式会社コンファーム

農業生産プロセス全体を最適化するオーダーメイド型省力化システムの導入事業青空株式会社

省力化トラクター導入による三浦産野菜の生産体制強化山﨑正一



一般型の採択事例の紹介も掲載されています。ご参考ください。
URL:https://shoryokuka.smrj.go.jp/assets/pdf/grant_adoption_summary_ippan_01.pdf
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① 中小企業省力化投資補助金（一般型）採択事例



② 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金

27

コロナ後に大規模な予算を投じて公募された「事業再構築補助金」は、多くの中小企業の新市場進出や事業転換
を後押ししてきましたが、2025年度からは「新事業進出補助金」へと制度が引き継がれ、より新分野進出や成⾧
投資に重点を置いた支援へと再編されました。
2026年6月に「新事業進出補助金」と「ものづくり補助金」とが統合され、「新事業進出・ものづくり商業サービス
補助金」という名称で補助金がスタートいたしました。
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ポイント:自社の事業展開に目的に合わせて3つの枠から選んで申請

② 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金 概要

革新的な新製品・新サービス開発の取組を支援。顧客等に新たな価値を提供することを目的に、自社の技術力
等を活かして新製品・新サービスを開発することを指します。単に機械装置・システム等を導入するにとどまり、新製
品・新サービスの開発を伴わないものは補助対象事業に該当しません。

既存事業とは異なる新市場・高付加価値事業への進出を支援。事業で新たに製造又は提供する製品、商品も
しくはサービスが、事業を行う中小企業等にとって、新規性を有するもの、かつ、事業で新たに製造等する製品等の
属する市場が、事業を行う中小企業等にとって、新たな市場であるものが補助対象

海外市場開拓（輸出）に向けた、国内の輸出体制強化の取組を支援。自社の製品等を活用し、自発的に新
たな海外販路を開拓するうえで必要となる国内製造等拠点の強化に取り組むもの、かつ、事業により製造等する
製品等の属する市場が、事業を行う中小企業等にとって、新たな海外市場であるものが補助対象



内容項目

中小企業等が行う、技術的革新性のある製品・サービスの開発や既存事業とは異なる新市
場・高付加価値事業への進出、海外市場開拓（輸出）に向けた国内の輸出体制の強化を
後押しすることで、中小企業等が企業規模の拡大・付加価値向上を通じた生産性向上を図り、
賃上げにつなげていくことを目的とします。

概要

全国対象エリア

中小企業/個人事業主/組合・団体等/社団法人・財団法人/農事組合法人対象事業者

機械装置・システム構築費・建物費・運搬費・技術導入費・知的財産権等関連経費・外注費、
専門家経費、クラウドサービス利用費、広告宣伝・販売促進費等対象経費

【補助率】
①革新的新製品・サービス枠:1/2(小規模事業者は2/3)
②新事業進出枠:1/2(賃上げ要件を満たす場合は2/3)
③グローバル枠:2/3

【上限額】
①革新的新製品・サービス枠:3500万円
②新事業進出枠:9000万円
③グローバル枠:9000万円

補助率
補助額

2026/9/30～2026/10/30申請期間

交付決定日から14か月以内
※革新的新製品・サービス枠は交付決定日から10カ月以内

事業実施期
間

リース可能。スマートフォン、パソコン、タブレットなどは不可。備考

https://shinjigyou-monodukuri.smrj.go.jp/URL
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② 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金



内容項目

中小企業等が、以下の要件を満たす3～5年の事業計画に取り組むことが必要です。

（1）付加価値額要件
補助事業終了後3～5年の事業計画期間において、付加価値額の年平均成⾧率が4.0%以
上増加する見込みの事業計画を策定すること。

（2）賃上げ要件【目標値未達の場合、補助金返還義務あり】
補助事業終了後3～5年の事業計画期間において、一人当たり給与支給総額の年平均成⾧
率を3.5％以上増加させること。

（3）事業場内最賃水準要件【目標値未達の場合、補助金返還義務あり】
補助事業終了後3～5年の事業計画期間において、毎年、事業場内最低賃金が補助事業
実施場所都道府県における地域別最低賃金より30円以上高い水準であること。

（4）ワークライフバランス要件
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定し、「両立支援のひろば」
で公表していること。

（5）子育て等に関する職場環境整備に向けた取り組み要件
「子育て等に関する職場環境整備」に向けた取り組みを行うこと。

（6）金融機関要件
補助事業の実施にあたって金融機関等から資金提供を受ける場合は、資金提供元の金融機
関等から事業計画の確認を受けていること。

要件

30

② 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金



新事業進出・ものづくり商業サービス補助金は第一回公募受付予定のため、採択事例はございませ
ん。参考として前身の新事業進出補助金ですと、農業従事者金の採択事例は多数あります。
主な採択テーマは「6次産業化」「スマート農業」「観光・体験」といったケースが目立ちます。

事業計画名主たる業種（大分類）

ロストフルーツを減らす果実加工事業

農業・林業

野田発スマート農業×食育。体験型カフェと加工販売の６次化事業

衛生管理を高いレべルで実現する鎌倉野菜加工品の製造販売事業

AIによるシカ・イノシシ等、害獣監視・自動防除事業

当園生産特別栽培桃と山梨産有機及び特別栽培原料の冷凍果物製造

八ヶ岳産とうもろこしの一次加工・受託加工事業への進出
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② 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金 採択事例

新事業進出補助金 第3回公募採択事例より抜粋
https://shinjigyou-shinshutsu.smrj.go.jp/docs/shinjigyou_saitakukekka_03.pdf



小規模事業者持続化補助金は、販路開拓や生産性向上を目的とした取組みで活用できます。
たとえば、ECサイト構築によるネット直販の開始、ドローン導入による作業効率化、冷蔵設備や
自動選果機の導入、商品パッケージの刷新やチラシ作成、展示会出展などが補助対象です。

③ 小規模事業者持続化補助金 概要

32



内容項目
小規模事業者等が今後複数年にわたり相次いで直面する制度変更等に対応するため、小規模事業者等が
取り組む
販路開拓等の取組の経費の一部を補助することにより、地域の雇用や産業を支える小規模事業者等の生産
性向上と
持続的発展を図ることを目的とします。

概要

全国対象エリア
小規模事業者
商業・サービス業（宿泊・娯楽業を除く）:5人以下
サービス業（宿泊・娯楽業）:20人以下
製造業その他:20人以下
※医療法人、社会福祉法人等は対象外

対象事業者

機械装置等費・広報費・ウェブサイト関連費・展示会等出展費・旅費・新商品開発費・借料・委託・外注費対象経費
ウェブサイトやECサイト、システム（オフライン含む）等の開発・構築、展示会出展
※ウェブサイト関連費は上限額30万円（単体申請不可）対象商材

2/3（賃金引上げ枠のうち赤字事業者は、3/4）
50万円

※上記金額に、インボイス特例対象事業者は50万円の上乗せ、賃金引上げ特例対象事業者は150万円の
上乗せ、両特例対象事業者は200万円の上乗せ

補助率
補助額

20回公募:2026/11/5～2026/12/15申請期間

交付決定日～2028/3/31事業実施期間
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③ 小規模事業者持続化補助金 概要



内容項目

インボイス特例対象事業者
・2021年9月30日から2023年9月30日の間に、一度でも「免税事業者」だった場合、2023年10月1日以降に創業
した事業者で、インボイス発行事業者（適格請求書発行事業者）として登録済みの場合通常の補助金に上限50万
円を上乗せ可能
①2021年9月30日から2023年9月30日の属する課税期間で一度でも免税事業者であった事業者
②2023年10月1日以降に創業した事業者
※小規模事業者持続化補助金＜一般型＞において「インボイス枠」で採択を受けて補助事業を実施したもしくは、
「インボイス特例」を活用して補助事業を実 施した事業者は、本特例の申請対象外
※インボイス特例を希望した場合、通常枠およびインボイス特例の要件を１つでも満たさない場合は、補助金は交付さ
れません（特例による上乗せ部分のみではなく全体が交付対象外）

賃金引上げ特例
・補助事業の期間中に、補助事業実施期限日を終点とした連続する12か月とその前年同月の12か月を比較し、
従業員1人あたり給与支給総額を 3.0％以上増加させること
・上記に加えて、業績が赤字の事業者については、補助上限引上げに加えて、補助率が2/3から3/4へ引き上がる
（インボイス特例対象事業者は、インボイス特例による上乗せ部分も含む）と共に、赤字賃上げ加点が適用されるため、
優先採択を実施します。
・日雇い、短期（2ヶ月以内）、季節バイト（4ヶ月以内）などは対象外
・申請時も終了時も、最低賃金法の地域別最低賃金以上であること

・インボイスおよび賃金引上げの両特例の適用を受ける場合、両方の要件を満たし、必要な手続きを行うことが必要

要件

・申請には「GビズIDプライム」のアカウント取得が必要（GビズIDを取得 https://gbiz-id.go.jp/top/）
・小規模事業者持続化補助金＜創業型＞第1回公募又は第2回公募との重複申請不可備考

https://www.jizokukanb.com/jizokuka_r6h/index.htmlURL
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③ 小規模事業者持続化補助金 概要
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農業事業者の活用事例は過去に多数あります。販路開拓＋業務効率化という目的で様々な採択事例が生まれ
ています。

事例）HPのリニューアル、ロゴの刷新 事例）自動選別機や冷凍庫の導入で業務効率化

③ 小規模事業者持続化補助金 採択事例



目的: ITツール（ソフトウェア、サービス等）を導入し、業務効率化や生産性向上、デジタル化を図ること

対象: 中小企業など

支援内容:事前に登録されたIT導入支援事業者（ITベンダー等）が提供するITツール

特徴: ITツール導入費用を補助し、中小企業の業務効率化・DX推進を支援。

毎年「IT導入補助金」という名称で公募。補助金名は変わったものの内容はほぼ変わらず。

④ デジタル化・AI導入補助金2026
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デジタル化・AI導入補助金は、デジタル化やDX推進のためにITツール（ソフトウェアやサービスなど）を導入する
際、その費用の一部を補助する制度です。補助対象はメーカーやベンダーによって事前登録されたITツールに限ら
れ、最大450万円まで補助されます。

④ デジタル化・AI導入補助金2026 概要
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申請はITベンダーからサポートを受けて共同で行います。
事業計画書の提出などはなく、比較的容易に申請できることがポイントです。

④ デジタル化・AI導入補助金2026 申請フロー
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通常枠は中小企業・小規模事業者がITツール導入費用の半額（条件により最大2/3）を補助。最大450万円
まで支援し、業務効率化や生産性向上を目的としています。

④ デジタル化・AI導入補助金2026（通常枠）
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インボイス枠は、インボイス対応の会計・受発注・決済ソフト導入に加え、パソコンやタブレット、POSレジなどのハー
ドウェアも補助対象です。ただし、ハード単体申請は不可で、ソフトとセットで申請が必要。
補助率はソフトが3/4、ハードが1/2。上限はPC類10万円、レジ類20万円です。

④ デジタル化・AI導入補助金2026（インボイス枠）
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デジタル化・AI導入補助金の公式サイトでは、右上の「ITツール検索」ページから、業種や目的、機能、地域など
の条件でITツールを絞り込んで検索できます。ツール名や要件・目的からも探せるため、自社に合ったITツールや
支援事業者を簡単に見つけることが可能です。2026年度からAI機能の有無で絞り込みができるようになりました。

農業で使える主なITツール例:

・農薬や備品の在庫管理ソフト

・労務管理・給与計算ソフト

・社員教育や資格管理ツール

・販売管理ツール

・会計・受発注・決済ソフト

・農業日誌や圃場管理システム（例:アグリノート等

※以前はECサイト構築が対象でしたが、
現在は補助対象外となっています。

④ デジタル化・AI導入補助金2026 ツールの検索



事業実績報告期限事業実施期間交付決定日締切日公募回

2027/3/31交付決定～
2027/3/312026/10/72026/8/25第4回

2027/4/30交付決定～
2027/4/302026/11/92026/9/29第5回

2027/5/31交付決定～
2027/5/312026/12/102026/10/30第6回
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現在発表されている通常枠とインボイス枠のスケジュールは以下のとおりです（どちらも同
じ〆切）。公募回は今後追加される可能性があります。

例年ですと年末～年始が最終締め切りとなっています。いずれにせよ、活用を検討される
場合は早めに申請を行うことが大切です。

④ デジタル化・AI導入補助金2026 スケジュール



1次締切の採択率は通常枠が43.9%、インボイス枠が
46.8%です。昨年度は通常枠が30％台、インボイス
枠が40%台だったため、比較すると採択率は若干高め
で推移しております。

【1次締切分 通常枠 IT導入補助金2025】

採択率交付決定数申請数申請類型

43.9%8912,028通常枠

46.8%2,0274,324インボイス枠

72.7%6488セキュリティ
対策推進枠

内容オススメの加点項目
導入するITツールとしてクラウド製品を選定していること。クラウド製品の選定 ※通常のみ

導入するITツールとしてインボイス制度対応製品を選定していること。インボイス制度対応製品の選定 ※通常のみ

•以下の全てを満たす3年間の事業計画を策定し、実行していること:
•事業計画期間において、事業場内最低賃金（事業場内で最も低い賃金）を地域別最低賃金
＋30円以上の水準にすること。
•事業計画期間において、ひとりあたり給与支給総額の年平均成⾧率を3％以上とすること。
【更なる加点】
事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋50円以上の水準にした場合、さらに加点。

賃上げ目標の達成
（補助金申請額150万円未満の申請者）

•事業計画において、事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋50円以上の水準にしていること。
（※この賃上げ要件自体は、補助金申請額150万円以上の場合は必須要件）。

賃上げ要件の達成 ※通常のみ
（補助金申請額150万円以上の申請者）

•中小機構が運営する「デジwith」の「IT戦略ナビwith」を交付申請前に行っていること。
（申請に用いたGビズIDプライムを入力し、実施結果（IT戦略マップ）を交付申請時に添付）IT戦略ナビwithの実施

•交付申請締切日時点で、中小企業庁「成⾧加速マッチングサービス」に会員登録し、挑戦課題
を登録していること。
（登録されている課題のステータスが「掲載中」であることを事務局が確認できた場合のみ加点）

成⾧加速マッチングサービスへの登録 ※通常のみ

1次締切の採択率が発表されています。

採択率をあげるためには、審査の加点項目となる取り組みを多く行うことがポイントになります。
以下におすすめの加点項目を記載していますので、ご確認ください。

43

④ デジタル化・AI導入補助金2026 採択率
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⑤ 業務改善助成金
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概要

業務改善助成金は、中小企業・小規模事業者が「事業場内最低賃金」を50円以上引き上げる
とともに、生産性向上に資する設備投資や人材育成、コンサルティング導入などを行った場合、その
費用の一部を国が助成する制度です。助成金額は、引き上げる賃金額や対象労働者数などによっ
て異なり、最大600万円が支給されます。

ポイント:賃上げと生産性向上を同時に実現する

設備投資やシステム導入など「生産性向上・労働能率の増進に資する設備投資等」が
対象となり、現場の課題に応じた柔軟な活用が可能です。
人件費増加に悩む事業者にとって、賃上げに伴うコスト負担を大幅に軽減できるほか、
業務効率化やサービス向上にもつなげられます。事業場ごとに申請できるため、複数拠点
を持つ企業にも有利です。

事業所内最低賃金
の引上げ計画

設備投資等の計画
機械設備導入、コンサルティング、

人材育成・教育訓練など

業務改善助成金を支給
（最大600万円）

⑤ 業務改善助成金 概要



2029年2028年2027年2026年2025年2024年2023年2022年2021年2020年2019年

1,500円1,411円1,322円1,233円1,144円1,055円1,004円961円930円902円901円全国平均

898989898951433128127上昇額

最低賃金の推移の予測

毎年の賃金上昇を想定して投資計画を策定

毎年10月の賃金上昇を想定して

昇給計画と設備投資計画を作成することで

賃上げの負担を軽減に貢献する、

効果的な設備投資を実現。

高市政権初の骨太方針2026では、中小企業の賃上げに取り組んでいく方向性が示されました。
2020年代まで遅くとも2030年代前半できる限り早くに地域別最低賃金全国平均1500円を目
指していく方針です。※現在の広島県の最低賃金は1085円で、前年度から65円アップしています。

46

⑤ 業務改善助成金

参照：https://jp.reuters.com/markets/japan/YSOELN2YORJTFBEUM4XARCP5AE-2025-11-06/



1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

毎年10月の賃金上昇を想定して昇給計画と設備投資計画を作成することで

賃上げの負担を軽減に貢献する、効果的な設備投資を実現できます。

10月の最低賃金上昇の前に
賃上げを実施する事で

負担が少なく活用できます。

※10月の最低賃金が上昇した後の計画ですと
新たな水準からの賃上げが必要となります。

〈ポイント〉
9月には計画書の申請を完了できるような
スケジュールが成功の秘訣です。

準備期間 公募期間
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⑤ 業務改善助成金
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内容項目

業務改善助成金は、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を50円以上引き上げ、生産性向
上に資する設備投資等を行った場合に、その設備投資等にかかった費用の一部を助成する制度です。概要

• 中小企業・小規模事業者であること（大企業と密接な関係を有する企業（みなし大企業）でないこと）
• 事業場内最低賃金が令和８年度改定後の地域別最低賃金額未満までの事業所
• 解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がないこと
• 雇用保険被保険者が対象

対象

業務改善を行い、事業場内最低賃金の向上に資すると判断される商材群
〈生産性向上等に資する設備投資等の経費区分〉

謝金、旅費、借損料、会議費、雑役務費、印刷製本費、原材料費、機械装置等購入費、人材育成・教
育訓練費、経営コンサルティング経費、委託費

対象経費

・POSレジシステム導入による在庫管理の短縮
・リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮
・国家資格者による、顧客回転率の向上を目的とした業務フロー見直し
・顧客管理情報のシステム化

取り組み例

助成率
・1050円未満:4/5 ・1050円以上:3/4
上限額:最大600万円（引上げ最低賃金額・労働者数によって変動）

助成率
上限額

2026/9/1～2026年度地域別最低賃金の発効日の前日まで申請期間

交付決定日～2026/1/31事業実施期間
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⑤ 業務改善助成金



内容項目

以上の要件を満たした事業者は、事業場内最低賃金の引上げ計画と設備投資等の計画を立て、（工場や
事務所などの労働者がいる）事業場ごとに申請いただきます。
事業所所在地を管轄する都道府県労働局の雇用環境均等部が申請先。

備考

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shien
jigyou/03.htmlURL
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⑤ 業務改善助成金
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事業イメージ
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⑤ 業務改善助成金

※助成上限額と比較して、低い方の金額が助成されます



目的: 内外の経済的社会環境に応じた安定的かつ適切なエネルギー需要構造の構築を図る

対象: 大企業・中小企業など

支援内容:国内の法人及び個人事業主を対象に省エネルギー設備の導入を支援

特徴: 大企業も活用可能な補助金。

省エネに資する設備（空調、ボイラー、LED照明等）が幅広く対象

⑥ 省エネ・非化石転換補助金
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⑥ 省エネ・非化石転換補助金
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補助金事務局にあらかじめ登録された製品の設備費用のみが対象。工事費は基本的に対象外となります。

省エネ型空調

省エネ型ボイラー

調光機能付きLED照明

対象設備例）
補助金事務局のHPに対象製品が掲載されています。
対象製品は検索可能ですのでご確認ください。 https://sii.or.jp/setsubi07r/search/



⑥ 省エネ・非化石転換補助金 設備単位型
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内容項目
事業者が計画した省エネルギーの取組のうち省エネルギー性能の高いユーティリティ設備・生産設備等への更新および新設、それと併せて計
測・見える化・制御等の機能を備えたエネルギーマネジメントシステムを導入することにより省エネルギー効果の要件を満たす事業に要する経
費の一部を補助する事業を実施することにより、各分野の省エネルギー化を推進し、内外の経済的社会環境に応じた安定的かつ適切なエ
ネルギー需要構造の構築を図ることを目的とします。

概要

全国対象エリア

個人事業主 / 法人対象事業者

〇設備単位型（従来枠 ）

〇GX設備単位型（メーカー強化枠）
上記の指定設備へ更新し、省エネルギー化を図る事業であること。
省エネ要件のうちいずれかを満たすこと。
①省エネ率 : １０％以上
②省エネ量 : １kl以上
③経費当たり省エネ量 :１kl／千万円以上

〇（Ⅲ）GX設備単位型（トップ性能枠）
[新設]
普及型設備や従来枠の指定設備と比してさらにエネルギー消費効率の高い、トップ性能設備を導入する事業であること。

要件

・設計費
・設備費
・工事費（一部の申請類型）

補助対象
経費

補助率:1/3
GX設備単位型（メーカー強化枠）:1/3
GX設備単位型（トップ性能枠）:1/2もしくは1/5 ※型により上限額の変動あり

上限額:3億円

補助率
補助額

3次公募未定（8～9月ごろを想定）申請期間

～ 2027/1/31事業実施期間

https://sii.or.jp/setsubi07r/overview2.htmlURL



⑥ 省エネ・非化石転換補助金 採択事例
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栽培温室に設置されている空調設備を省エネ性能の高いガスヒートポンプエアコンに更新する
ことで都市ガスの使用料を削減し、省エネを実現した事例です。



⑦ 広島県生産性向上設備導入補助金事業
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物価高騰や人件費上昇、深刻な人手不足等の経営環境の変化に直面する広島県内の中小・
小規模企業者等の生産性の向上および収益力の強化を図る。目的

中小企業・小規模事業者等。
（対象となる法人格は、株式会社、合名会社、合資会社、合同会社、特例有限会社、または企
業組合・協業組合・事業協同組合等に限られる）
系統出荷による収入のみの個人農業者は対象外。

対象

専門家による現場改善診断＋設備導入支援（補助金）支援内容

専門家の診断を受け、その診断結果に基づき設備を導入する補助金特徴

https://www.hiroshima-seisanseikojo-hojokin.jp/URL



⑦ 広島県生産性向上設備導入補助金事業
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生産性向上・収益力の強化等に資する設備・システムが幅広く対象。

製造工程の改善:加工設備、検査設備、搬送設備、自動化装置等の導入等
省人化・省力化:ロボット、IoT機器、センサー、作業支援機器等の導入等
業務効率化:受発注管理、生産管理、在庫管理、工程管理等のシステム導入等



⑦ 広島県生産性向上設備導入補助金事業
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公募期間:2026/6/8～
予算がなくなり次第終了となりますので、早めの申請をお勧めします。
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今回の補助金まとめ

賃上げ
要件特徴補助率上限金額補助金名

なし

・カタログに登録された省力化製品のみが対象となり、掲載製品
から選んで導入する仕組み

・申請手続きが簡易で迅速、事業計画書も短文で済み、販売事
業者と共同で申請できるため導入しやすい

1/2
5人以下:500万円（750万円）

6～20人:750万円（1000万円）
21人以上:1,000万円（1,500万円）

①省力化投資補助金
（カタログ注文型）

あり

・人手不足解消を目的に省力化設備の導入を支援する制度

・対象となる設備ははオーダーメイドの設備もしくは汎用製品の組
み合わせに限定されており、 業務効率化・自動化に特化した制度
設計

1/2～2/3

5人以下:750万円（1,000万円）
6～20人:1,500万円（2,000万円）

21～50人:3,000万円（4,000万円）
51～100人:5,000万円（6,500万円）

101人以上:8,000万円（1億円）

①省力化投資補助金
（一般型）

あり

・取り組む事業の内容を踏まえ3つの枠から選んで申請を行う

・新事業への取り組み、革新的な製品・サービスの開発に伴う費
用を補助

1/2～2/3革新的新製品・サービス枠:3500万円
新事業進出枠・グローバル枠:9000万円

【新規】
③新事業進出・ものづ
くり商業サービス補助金

なし

・販路開拓や業務効率化、生産性向上などに取り組むことを支援

・販路開拓、広告宣伝、IT導入、業務効率化など幅広い経費が
対象。商工会・商工会議所の支援を受けて申請する

2/350万円
特例活用の場合最大250万円

③小規模事業者持続
化補助金

なし

・デジタル化やDX推進のためのITツール導入を支援

・ソフトウェアやクラウド利用料が主な対象。導入後の活用支援
費用も対象。

通常枠:1/2
（一部2/3）
インボイス枠:
2/3～4/5

通常枠:最大450万円
インボイス枠:最大350万円

④デジタル化・AI導入
補助金

あり
・生産性向上の設備導入＋賃上げをセットで行う必要あり

・引き上げ額と引き上げ人数によって上限額が変動
3/4 or 4/5600万円⑤業務改善助成金

なし
・補助金事務局に登録された省エネ設備が対象

・高い採択率が特徴
1/31億円～3億円⑥省エネ・非化石転換

補助金

なし
・広島県内の事業者が活用できる補助金

・専門家の診断＋設備導入補助
2/3500万円⑦広島県生産性向上

設備導入補助金
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3. 補助金申請のポイント
・ 補助金申請のポイント
・ 補助金ポータルでの申請支援に関して
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補助金は新たな事業やサービスの実現に大きな後押しとなる一方、申請には多くのポイントや注意
点があります。ここからは、補助金申請の基本から成功のための具体的なコツまで、実践的なノウハ
ウを解説します。

補助金申請のポイント

〈 補助金を申請する際の主なポイント 〉

- 公募要領や制度の趣旨をよく読み込む
申請する補助金の「目的」や「趣旨」、「対象事業」などを十分に理解し、自社の事業がその目的に合致しているかを確認することが最重要です。

目的や趣旨から外れていると、どれだけ社会的意義があっても採択されません。

- 申請期限を厳守し、早めに準備する
補助金の申請期間は短いことが多く、期限間近の準備はミスや不備の原因になります。余裕を持って書類作成・必要書類の収集を進めましょう。

- 事業計画書などの書類を正確かつ具体的に作成する
事業計画書には、補助金を使ってどのような事業を行い、どんな効果が期待できるのかを具体的に記載します。計画の現実性・実現可能性をアピールするこ

とが大切です。

- 適正な利用・報告義務を守る
補助金受給後も、実績報告書の提出や経費の証拠書類の保存など、適切な運用と報告が求められます。不正受給は厳しい処罰の対象となるため、正確

な運用を心がけてください

これらのポイントを押さえて、計画的かつ丁寧に準備を進めることが、補助金申
請成功への近道です!
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補助金申請では、必要書類の準備と事業計画の作成が成功のカギを握ります。ここでは、申請時に
求められる主な書類と、事業計画書作成のポイントを一覧でご紹介します。事前にしっかり準備する
ことで、申請手続きがスムーズに進み、採択率向上にもつながります。

補助金申請のポイント 必要書類

【主な必要書類】 ※補助金毎に異なります。

内容・注意点書類名

補助金ごとの指定様式で作成申請書

目的、内容、実施スケジュール、期待効果などを具体的に記載事業計画書

直近1～2期分（法人:損益計算書・貸借対照表、個人:確定申告書）決算書・確定申告書

補助対象経費の根拠となる書類（相見積書が必要な場合もある）見積書・仕様書

履歴事項全部証明書（法人）、運転免許証や住民票（個人）本人確認書類

納税証明書、従業員数確認資料、誓約書など（補助金ごとに異なる）その他

【事業計画書作成のポイント】

1.補助金の目的や審査基準を確認
2.事業の概要・目的を明確化
3.実施内容・スケジュール・体制を具体化
4.収支計画・資金計画を作成
5.社会的効果や実現可能性を数値や根拠で示す
6.必要書類を揃えて申請書類一式を作成



新年度4月～ 各省庁予算実行
地方自治体へ案内、自治体が取り纏め 順次予算実行

2月～ 県が予算準備
3月～ 市が予算準備

11月 補正予算
閣議決定

予算案の概要公開

主要施策の公開

要求案の公開

政府の方針から補助金が出るまでの流れ
1.概算要求の提出（8月末）:各省庁が翌年度の予算として必要とする費用をまとめて財務省に提出します。
2.予算編成（9月～12月）:財務省が概算要求をもとに予算を査定し、政府が予算案を調整します。
3.閣議決定と国会審議（年末～年明け）:政府が予算案を閣議決定し、通常国会で審議されます。
4.予算成立と政策の実施（翌年4月）:国会の可決を経て予算が成立し、翌年4月から政策の実施が行われます。
補助金事業は、予算に含まれるため、この流れに沿って実施されます。また、補正予算によって新たな補助金事業が実施されるこもありま
すので、補正予算の内容にも注目が必要です。

翌年度の補助金スケジュールが決まるまで
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補助金の詳細確認や、自社で活用できるかなど、
気になる点は全て無料でお調べします。

補助金に関する「情報の壁」を補助金ポータルが解消いたします!

「情報の壁」の解消

よくあるお問い合わせ事例

・自社で活用できる補助金を教えてほしい
・（商材）を導入しようと検討しているが、何か使える補助金があるか
・（補助金名）を使った場合、いくら安くなるのか
・申請したらいつ入金される? など

補助金ポータルでの申請支援のメリット



①膨大なページ数の補助金の公
募要項、手引きを読み込み

申請要件を確認、自社と商材が
補助対象となるか確認

②提出資料を揃え、事業
計画書を作成。

申請様式に合致させ提出

③事務局からの修正依頼
に対応

④採択された後は実績報
告書の作成、複数年度に
かかる後年報告書対応

など…
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「活用の壁」の解消
〈補助金を申請するための作業〉

専門家でも補助金によっては1～2カ月申請期間がかかる作業となり、
人件費に換算すると莫大なコストがかかります。また、採択されるかという不安もあります。

手間とコストのかかる申請作業は、専門家へ依頼した方が結果として安価かつ採択率も上がります。

弊社では全国の専門家と連携しているため、
申請実績のある専門家をご紹介可能です!
【※申請手数料の目安】 書類作成:数万円、交付申請の成功報酬:10～15%、実績報告/効果報告:各数万円

補助金ポータルでの申請支援のメリット



申請支援価格について
申請支援手数料の目安 ※補助金によって異なります。

書類作成: 数万円
成功報酬: 交付決定額の10～15%
実績報告/効果報告: 各数万円

・補助金申請に係る人件費の削減
・実績のある専門家支援による採択率の向上

より安価に設備投資を行うため、専門家による支援をオススメします!

例:500万円の設備を導入、専門家支援による補助金申請を行う場合
補助率2/3、補助額300万円の申請を行い満額300万円受給

書類作成3万、成功報酬35万、実績/効果報告3年で12万=専門家コスト50万円
実質半額の250万円で設備投資が可能です!

65

補助金申請支援の価格



補助金・助成金に関することは全て弊社にお任せください!
補助金・助成金のことで皆様自身が悩まれる必要はございません。

そうしたモヤモヤが浮かんだ時点で、補助金ポータルにお問合せください。

事業者様にとって有益な情報の提供、
時間と手間のかかる補助金申請をバックアップします!

国の予算、過去の事業傾向や調査内容など、
皆様の活動を促進させるための材料を豊富に蓄えております。

その上で..．
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まとめ



ご清聴ありがとうございました。
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詳しくはお近くの JA 窓口、または JA バンク広島のホームページでご確認ください。 

令和●年●月●日[●] 

（利子補給前金利：年0.0%） 

令和●年●月●日[●] 

ＪＡバンク広島 

https://www.jabankhiroshima.or.jp/ ＪＡバンク広島 

ＪＡ営農 
支援資金 
（愛称：営農たすかるくん） 

農業者の皆様の金利負担を軽減するため、 

最大で年１％利子補給いたします！ 

（最長３年間） 

JA広 島 市 フリーダイヤル 0120-850-114 JA尾 道 市 TEL 0848-23-3323 
JAひろしま TEL 082-423-4712 JA福 山 市 TEL 084-924-2213 

資料３



 

●広島県農業信用基金協会が必要と認めた場合は、担保を設定させていただくことがあります。 

 
●お申込みに際しては、ＪＡおよびＪＡが指定する保証機関（広島県農業信用基金協会）において所定の審査をさせて

いただきます。審査の結果によっては、ご希望に沿いかねる場合もございますので、あらかじめご了承ください。 
●詳細につきましては、店頭に「説明書」をご用意しております。 
●店頭にて返済額の試算を承っております。 

 

ＪＡ営農支援資金 
（愛称：営農たすかるくん）  

 

●１５年以内（うち据置期間７年以内） 

●運転資金については、７年以内（うち据置期間２年以内） 

●他金融機関からのお借換え資金の場合は、１５年以内かつ、当初借入期間の残存期間以内（据置期間なし）。 

  ただし、農機具の取得資金である場合は、当該農機具の残存法定耐用年数以内とすることも可能（据置期間なし）。 

●元金均等返済（毎回、一定額の元金と元金残高に応じた利息を支払う方法）もしくは元利均等返済（毎回の返済額（元金＋ 

利息）が一定金額となる方法）とし、以下のいずれかの返済方法をご選択いただけます。 

①毎月返済方式 ②年１回・年２回（６ヶ月周期）・年６回（２ヶ月周期）返済方式 ③特定月増額返済方式（毎回の返済に加え 

て特定月に増額して返済する方式） 

●広島県農業信用基金協会の保証をご利用いただきます（別途、保証料が必要になります）。 

●広島県農業信用基金協会が必要と認めた場合は、以下の方が連帯保証人として必要になります。 

①法人の場合…原則として代表者の方１名 

②任意団体の場合…原則として経営に実質的に関与している役員または構成員の方 

●その他広島県農業信用基金協会が必要と認めた場合は、連帯保証人が必要になります。 

●お借入時に、ＪＡによっては当ＪＡ所定の融資実行手数料が必要となります。 

●繰上返済を行う場合や返済条件を変更する場合には、別途当ＪＡ所定の手数料が必要となります。 

●書面契約の場合、印紙税が別途必要になります。なお、ＪＡによっては電子契約サービスが利用でき、印紙税が不要となります

が、ＪＡ所定の電子契約サービス手数料が必要となります。また、担保設定が必要な場合、担保設定に関する費用が別途必要

になります。 

●お申込みに際しては、当ＪＡおよび広島県農業信用基金協会において所定の審査がございます。審査の結果によっては、ご希

望に添いかねる場合もございますので、あらかじめご了承ください。 

●詳細につきましては、店頭に「説明書」をご用意しております。また、店頭にて返済額の試算を承っております。 



詳しくはお近くの JA 窓口、または JA バンク広島のホームページでご確認ください。 

２ 

15 1,800 

 

令和８年６月１８日（木）現在 

 

万円 

億円 

年以内 

 

JA広 島 市 フリーダイヤル 0120-850-114    JA尾 道 市 TEL 0848-23-3323 
JAひろしま TEL 082-423-4712    JA福 山 市 TEL 084-924-2213 

（知事特認がある場合、最高 2億円） 

※行政（広島県、長期金融協会（国））、ＪＡバンクによる利子補給・助成の条件によりご融資利率は異なります。（一定の条件を満たす場合借入当初７年間は

実質無利子でのお借入が可能です。詳細についてはＪＡ窓口へお問い合わせ下さい。） 

利子補給要件等を満たせば 

当初７年間 

金利はＱＲコードまたは

ＵＲＬよりご確認ください 



 

令和８年６月１８日（木）現在 
 
 

●証書借入 

●ＪＡ組合員である農業者（個人・法人） 

●お申込みに際しては、ＪＡおよびＪＡが指定する保証機関（広島県農業信用基金協会）において所定の審査をさせていただき

ます。審査の結果によっては、ご希望に沿いかねる場合もございますので、あらかじめご了承ください。 

●詳細につきましては、店頭に「説明書」をご用意しております。 

●店頭にて返済額の試算を承っております。 

 

【１号資金（建構築物等造成資金）】 

●農産物を生産・加工するための施設・機械の改良・造成・復旧・取得に

必要な資金 

●農産物・加工品の流通（貯蔵、販売）のための施設・機械の改良・造

成・取得・復旧に必要な資金 

●観光農業・未利用資源活用・農業労働力確保を行うための施設の改

良・造成・取得・復旧に必要な資金 

※復旧に必要な資金は、認定農業者等および集落営農組織等が行う場

合に限ります。 

【２号資金（果樹等植栽育成資金）】 

●果樹の植栽・育成に必要な資金 

●永年性（2年以上の栽培期間を要する）植物の植栽・育成に必要な資

金 

※認定農業者等および集落営農組織等以外の農業者が行う場合の対

象植物は、果樹、オリーブ、茶、多年生草本、桑や花木に限ります。 

【３号資金（家畜購入育成資金）】 

●乳牛、和牛、豚、鶏、綿羊、山羊、馬等の家畜の購入または育成に

要する資金 

※家畜共済に加入していることが条件となります。 

【４号資金（小土地改良資金）】 

●事業費1,800万円を超えない規模の農地・牧野の改良・造成・復旧

に必要な資金 

※復旧に必要な資金は、認定農業者等および集落営農組織等が行う

場合に限ります。 

【５号資金（長期運転資金）】 

●農業経営の規模拡大、生産方式の合理化、経営管理の合理化、農

業従事の態様改善等農業経営を改善するために必要な資金 

 

その他、お使いみちの詳細については、ＪＡ窓口へお問い合わせくだ

さい。 

●個人…最高1,800万円（知事特認がある場合、最高2億円）  

●法人…最高2億円 

●原則15年以内（うち据置期間７年以内） ※償還期間、据置期間は、資金使途等により例外があります。 

 （例）農機具のみの場合：７年以内（うち据置期間２年以内） 

     ３号資金のみの場合：７年以内（うち据置期間２年以内） 

●認定農業者：総事業費の100％以内 

●認定農業者以外：総事業費の80%以内 

 ※補助金が総事業費の20％以上交付される場合は、総事業費から補助金交付額を除いた額。 

 
●固定金利型 

お借入時の利率を完済時まで適用いたします。 

●元金均等返済（毎回のご返済時に、一定金額の元金と元金残高に応じた利息を支払う方法） 

 ※原則、毎年１２月２０日の年１回返済 

 ※返済額は千円単位となります。なお、端数が生じる場合は、原則初回返済額にて調整いたします。 

 ※ＪＡ店頭にて返済額の試算を承っております。 

 
●広島県農業信用基金協会の保証をご利用いただきます（別途、保証料が必要になります）。 

●担保・連帯保証人は原則不要ですが、審査結果によっては、担保の設定が必要になる場合や連帯保証人を求める場合があります。 

●保証料については、一括前払い・分割払いのいずれかによりご選択いただけます。 

 ①一括前払い：お借入時に一括して保証料（0.32％）をお支払いいただきます。 

 ②分割払い：約定返済日の元利金返済にあわせ、分割保証料（0.32％）をお支払いいただきます。 

●行政の利子補給等が上限枠に達した際は、お借入金額について、ご希望に沿いかねる場合もございますので、あらかじめご了承ください。 

●原則、経営改善資金計画書の作成および行政等の審査が必要となるため、お借入れまでに時間を要する場合がございます。（概ね３ヶ月程度） 

●本資金を利用した事業の着工後のお申込みは認められておりません。また、融資決定前の事業の事前着工は原則認められておりません。 

●お申込みに際しては、ＪＡおよび広島県農業信用基金協会において所定の審査がございます。審査の結果によっては、ご希望に沿いかねる場

合もございますので、あらかじめご了承ください。 

●繰上返済を行う場合や返済条件を変更する場合には別途所定の手数料が必要となる場合があります。 

●書面契約の場合、印紙税が別途必要になります。なお、ＪＡによっては電子契約サービスが利用でき、印紙税が不要となりますが、ＪＡ所定の

電子契約サービス手数料が必要となります。また、担保設定が必要な場合、担保設定に関する費用が別途必要になります。 

●詳細につきましては、店頭に「説明書」をご用意しております。 

※イメージは令和5年4月3日（月）時点の金利であり、お借入れ

時点では金利が異なる場合があります。 

年2.25% 

-年1..25% 

年1.00% 
年0.55%～年0.85% 年0.55%～年0.85% 

認定農業者特例 

 
・本資金は行政（広島県、長期金融協会（国））、ＪＡバンクにより利子補給・助成等が実施されます。なお、アグリチャ

レンジ・ゼロ資金に該当すれば、広島県からの利子補給・助成等により借入当初 7 年間は年 0.00％（無利子化）とな

ります。また、行政による利子補給の条件により、お借入金額全額に利子補給等が適用されない場合がございます。 

※8 年目から完済までのご負担金利は 2.25～2.85％となります。（令和 8 年 6 月 18 日（木）時点の金利であり、お借入 

れ時点では金利が異なる場合があります。）なお、詳しくはＪＡ窓口へお問い合わせください。 

 

①利子補給 

 
・お借入れの際に広島県農業信用基金協会へ支払う保証料相当額を全額助成いたします。（一括前払いした保証料のみ）  ②保証料助成 











資料４





「いのちをうばう、
　   夏のひとり作業」

です！

キャッチ
フレーズ
は

７月から９月は

夏の熱中症等声かけ期間声かけ期間

WBGT

13時

農作業中の熱中症等による死亡者が
急増しています！
このうち、約85％が７～８月に発生し
ており、非常に熱中症リスクが高くなっ
ています。
熱中症事故は、周りの人がお互いに気
を配り、声をかけ合うことで、防げる可
能性があります！

作業前後だけでなく、作業中も
こまめなコミュニケーションを

□ 「水分、持った？」
□ 「体調が悪くなったら、

すぐに連絡して」

□ 「顔色わるいよ、
休憩しよう」

□ 「WBGT値が高いから、
昼は作業を中断しよう」

□ 「今日は熱中症警戒
アラートが出てるよ」

□ 「夏は疲れやすいから、
高い所も気をつけて」

その日の体調や暑さに応じて
柔軟な声かけを

顔を合わせたら、まず一声
声かけを

声かけ活動のポイント

職場で 地域全体で家族で

農作業中の熱中症による月別の死亡事故件数
（平成2７年～令和６年の累計）

出典：農作業死亡事故調査（農林水産省）
2月
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全体の

約85％

資料５



一人ひとりの「大丈夫？」が、命を守ります。
この夏は熱中症による死亡者０を目指しましょう！

農林水産省補助事業（農作業安全総合対策推進）にて作成
制作事務：一般社団法人日本農業機械化協会

その他熱中症
対策は農水省HP

熱中症対策の３つのポイント

温度やWBGT値を見て
作業を考えよう

どうしても、一人作業を避けられない場合は…

● 暑さに応じて、作業内容を調整
● 重い作業は、朝夕の時間帯にず
らす、または休憩や給水の回数
を増やす

携帯で家族等と30分おきに
連絡を取り合う

危険な状態をアラートで伝える
ウェアラブル端末を着用する

こまめに休憩を取ろう

● 20分おきを目安に休憩
● 休憩時には水分・塩分補給を
 （コーヒー・緑茶はさけ、水・スポーツ
飲料など）

● 日陰や冷房のある場所で体を
冷やす

もしもの時の応急処置

● 異常を感じたらすぐ作業を中断
し、涼しい場所で衣服を緩めて
身体を冷やす

● 意識がもうろうとしている・返
答がおかしい場合は、直ちに
119（または#7119）を

暑さ対策には
スマート農業技術や

農業支援サービス事業者の
活用も有効です！

農業は1人作業が多く、
熱中症になった際に自分では症状を自覚しにくいことから、
熱中症が重篤化しやすい傾向にあります。
また、高温の日は疲れ等により、
高所から転落する等の事故が起きやすいので注意が必要です。



令和 8 年７月 30 日・31 日開催  

「令和 8 年農業補助金セミナー」 

※本アンケートに記載されている情報は、JA グループ広島および関係団体（農林中央金庫、広島

県、株式会社補助金ポータル）による回答者様への更なるサービス向上に利用させていただ

き、承諾なく、他の目的には利用いたしません。 

令和８年農業補助金セミナーアンケート 
 

 

 

セミナーへのご参加、まことにありがとうございました。次回以降の改善につなげるた

め、本日のセミナーについて、率直なご意見・ご感想をお聞かせください。 

 

 

１ 本セミナーを知ったきっかけについて該当するもの全てに「☑」を付けてください 

☐  ＪＡからの紹介      ☐  行政からの紹介    ☐  知人からの紹介 

☐  法人協からの紹介     ☐ 日本農業新聞     ☐  ＪＡバンク広島ＨＰ 

☐  公式ＬＩＮＥ       ☐  Instagram     ☐その他（       ） 

 

２ 昨年の農業補助金セミナー（令和 7年 7・8月開催）へ参加されたかご回答ください。 

☐  参加した         ☐  参加していない 

 

３ 本セミナーの評価について、以下の項目にご回答ください。 

（１） 資料内容はいかがでしたでしょうか？ 

農水省の補助金 

（資料 1-1～1-3） 

☐  情報が充実しており、価値のある資料だった 

☐  最低限の情報は盛り込んである資料だった 

☐  資料の情報が不十分 

経産省・厚労省・

自治体の補助金 

（資料 2） 

☐  情報が充実しており、価値のある資料だった 

☐  最低限の情報は盛り込んである資料だった 

☐  資料の情報が不十分 

 

（２） ご紹介した補助金について、今後の農業経営への活用を考えていますか？ 

農水省の補助金 

（資料 1-1～1-3） 

☐ 活用を検討したい（活用が見込まれる） 

補助金名：                          

投資内容： 

投資金額： 

投資時期： 

☐ 活用できそうにない（理由：               ） 

経産省・厚労省・

自治体の補助金 

（資料 2） 

☐ 活用を検討したい（活用が見込まれる） 

補助金名：                          

投資内容： 

投資金額： 

投資時期： 

☐ 活用できそうにない（理由：               ） 

 

お名前              

（裏面へ続きます。） 



令和 8 年７月 30 日・31 日開催  

「令和 8 年農業補助金セミナー」 

※本アンケートに記載されている情報は、JA グループ広島および関係団体（農林中央金庫、広島

県、株式会社補助金ポータル）による回答者様への更なるサービス向上に利用させていただ

き、承諾なく、他の目的には利用いたしません。 

（３） 今回講演された「補助金ポータル」への相談を考えていますか？  

☐ 相談を考えている 

補助金名：                 

投資内容： 

投資金額： 

投資時期： 

☐ 相談できそうにない 

理由：☐ 相談の仕方がわからない ☐ 相談するのに手間が掛りそう 

☐ 専門家相手だと話し辛い ☐ 申請まで辿り着けるか不安 

☐ その他（                           ） 

 

４ 本セミナーの内容以外における相談について、以下の項目にご回答ください。 

（１） 今後の農業経営において補助金や融資相談等のほか個別相談したいことはありますか？ 

☐  はい（具体的な内容をご記入ください。必要に応じて個別対応させていただきます。） 

 

 

 

☐  いいえ 

 

（２）今後のセミナーで補助金以外に取り扱ってほしい題材がございましたら、以下にご記入を

お願いいたします。 

 

 

 

 

 

５ 本セミナーに関してご意見・ご感想等ございましたら、以下にご記入をお願いいたします。 

    

 

 

 

以上です。ご協力ありがとうございました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自由記入欄） 

 

本アンケートについては、QR コードをスキャンしていただくか、FAX、E メー

ルにてご提出ください。 

【提出先】JA 広島信連 JA バンク推進部 推進支援課 

     FAX：082-248-9547 

     E メールアドレス：bank_suishin@hs.jacenter.co.jp 

（自由記入欄） 

 

（自由記入欄） 

 


